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１．はじめに

　原子力施設，放射性物質輸送船事故等からの海
洋放出による放射性物質についての拡散研究は施
設からのリスク評価及び将来の地球環境の保護に

対する関心の高さから重要度が増している。また，
計算機の発展に伴い，海洋学の分野で海洋大循環
モデルなどのコンピュータ計算手法が大きく進歩
してきた。そのため，海洋学で得られた知見を放
射性物質の海洋拡散に応用し，広域における長期
的な拡散評価手法の開発は核燃料サイクルに伴う
地球規模でのリスク評価に役立つものと思われる。
　これまでに，セラフィールドやラアーグ再処理
工場からの認可された海洋放出に対する放射性物
質の拡散や，放射性廃棄物投棄地点からの放出，
ムルロアの地下核実験場からの南太平洋への放
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　核燃料サイクル施設からの放射性物質の拡散等によるリスクを定量化するため，海洋環境放射能による長期的

地球規模リスク評価モデル(LAMER)を開発している。LAMERの一部として，移流拡散モデル，スキャベンジ

ングモデルを含む海洋大循環モデルを海洋における137Csと239，240Puの分布のモデル化に使用した。海水中137Cs鉛

直分布を大気圏核実験のフォールアウトデータを用いて計算し，その結果を1960年代から90年代にかけて採取

測定された100地点以上の観測値と比較し，最適な水平・鉛直拡散係数を見出した。それぞれ1.3×108cm2/s ，

0.3cm2/sの数値を用いることにより，239，240Puの海水中鉛直分布や海底土の分布についても観測値をよく再現で

きた。

　To quantify the risk of radionuclides from nuclear cycle facilities, a Long‐term Assessment Model of Radionuclides in 
the Oceans （LAMER） was developed. As a part of LAMER, an Oceanic General Circulation Model （OGCM） including 
a plutonium scavenging model as well as an advection‐diffusion model was developed for modeling the distribution 
of 137Cs and 239,240Pu in the Ocean. Calculations of 137Cs in seawater profiles were performed using global fallout data 
from previous atmospheric nuclear tests. The results were then compared with experimental data obtained from the six-
ties to the nineties at over 100 sites in order to verify the model and to identify optimum horizontal and vertical diffu-
sion coefficients. Using the values of 1.3×108 cm2/s and 0.3 cm2/s for the horizontal and vertical diffusion coefficients, 
the calculated vertical profiles and inventories of 239,240Pu in seawater and sediment also showed reasonable agreement 
with the experimental results.
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出，あるいは北極海周辺で沈没した原子力船，原
子力潜水艦からの放出による拡散及びリスク評価
がモデル化されてきた。
　しかしながら，放射性物質の長期的な地球規模
での拡散がモデル化され，評価された例はない。
そのため，海洋環境放射能による長期的地球規模
リスク評価モデル（Long‐term Assessment ModEl of 
Radionuclides in the Oceans ; LAMER「ラ・メ ー
ル」：仏語で海を意味する。）を構築中である。本
稿ではLAMERの一部となる広域モデルを作成し，
大気圏核実験による降下物中137Cs及び239，240Puデー
タから計算した海水・海底土中放射性物質濃度と
それに対応する実測値を用いて検証した。

２．モデル

２．１　概略

　核燃料サイクル施設からのリスク評価に資する
ため，海洋環境放射能による長期的地球規模リス
ク評価モデル（LAMER）を開発している。　
LAMERの概念図を図１に示す。数時間～数十年の
海洋拡散挙動を計算するPart Aと濃縮係数，海産
生物生態，海産生物摂取量，リスク係数等を考慮
し，各国における海産生物摂取によるリスクを評
価するPart Bからなる。さらにPart Aは沿岸場，
近海場，広域場の３種類があり，沿岸場→近海場
→広域場の順にリンクしていく構成となってい
る。沿岸から放出された放射性物質は吹送流，密

度流，潮流が支配する沿岸場で移流拡散し，近海
場へ移行する。近海場ではローカルで季節変化が
大きい気象場，水温場に支配される恒流によって
移流拡散し，広域場へ移行する。広域場では海洋
大循環モデルで計算された流動場によって移流拡
散する。なお，いずれもPuのような沈降性の高い
物質の場合には，後述のスキャベンジングモデル
を用いて，鉛直下方への移行を評価するものとす
る。
　本報告はLAMER Part Aの広域場に関するモデ
ルの開発と検証に関するものである。

２．２　海洋大循環モデル

　海洋大循環モデルには種々のモデルが発表され
ている。一般に水温，塩分を解析的に解く予報モ
デルでは，海洋表面上での蒸発や降水量の見積り，
陸域河川からの淡水流入等これらの境界条件を厳
密に決定することが困難であり，そのため水温，
塩分が実測値から大きくかけ離れ，正しくない見
かけ上の流動を生み出すことがある。しかしなが
ら，Fujio and Imasato1）が開発した診断モデルはこ
れらの困難を回避するため，密度場を決定する水
温，塩分に関しては予報せずに観測値を用いる。
この観測値から得られた密度場のもとで運動方程
式を数値的に解く手法を用いている。このように
診断モデルを用いれば，比較的少ない計算量で三
次元流速場を定量的に求めることができる。診断
モデルの基礎方程式は以下のように記述される。

　（１），（２）式は海水の運動方程式であり，ｕは水
平流速ベクトル，∇は水平勾配演算子，ｗは鉛直
流速，fcはコリオリ係数，ｋは風応力， �は（海
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（１）

（２）

（３）

（６）

（５）

（４）

Long-term Assessment ModEl of Radionuclides

図１　海洋環境放射能による長期的地球規模リスク
評価モデル（LAMER）の概念図
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面における）海水密度である。Ｐは圧力，AH，AV
は水平，鉛直粘性係数，ｇは重力加速度である。
マイナータームは球面座標系を採用していること
に起因する慣性項と拡散項を表す。（３）式は質量
保存式，（４），（５）式はそれぞれポテンシャル水
温，塩分の拡散方程式であり，θ （＊）はポテンシャ
ル水温（の観測値），S （＊）は塩分（の観測値），KH，
KVはそれぞれ水平，鉛直拡散係数，γは観測値の
復元時間の逆数である。（６）式は海水の密度を計
算するための国際状態方程式（EOS80）である。
　頑丈な診断モデルの特徴は（４），（５）式にある。
蒸発や降水，淡水流入などがない仮想的な状態を
考えると，方程式から導いたポテンシャル水温θ
（同様に塩分Ｓ）は観測値θ＊に等しくなる。しか
しながら，現実には蒸発や降水，淡水流入などモ
デルに考慮していない種々の現象の影響を受ける
水温場は，仮想的状態での方程式から導いた水温
場とは異なる。同時に流れ場についても非現実的
な流れとなる。このような現象を軽減するため，
観測値θ＊を係数γで方程式に復元し，非現実的な
流れを軽減する。
　このモデルでは，北極海を除く現実の海洋地形
を南緯７９度から北緯７５度の間で模擬し，海洋地形
を水平方向に２度，鉛直方向に１５層の格子に分割
した。Levitus９４の年平均水温・塩分データ2）と
ECMWFの風応力データ3）を用いて，年平均流速場
を診断的に計算した。

２．３　移流拡散モデル

　移流拡散過程のモデル化には大きく分けて差分
法とラグランジェ（ランダムウォーク）法がある。
前者は計算時間的に有利であるものの，直感的な
拡散過程がイメージできない，拡散履歴を追跡す
ることができない，格子サイズによる擬似的な拡
散が起こる，異なる格子サイズ間の移流拡散の取
扱が難しいなど種々の問題点がある。そのため比
較的計算時間を必要とするものの，上記問題点は
ラグランジェ（ランダムウォーク）法を用いるこ
とにより解決できる。
　x（t）を時刻tにおける位置ベクトルとし，u（x）は
位置ｘにおける３次元速度ベクトルとすると粒子
の移流は（７），（８）式のように表現できる。

（７）

（８）

　また，海水中での放射性物質の拡散による時間
dtの間の移動距離dLは（９）式のように表現できる。

（９）

　ここでKは（水平（KH）／鉛直（KV））拡散係
数，Ｒは一様乱数（－０．５から０．５）である。
　（９）式において，Ｘ方向ではdLが正の時が東，負
の時が西向きの移動量である。同様にＹ方向では
dLが正の時が北，負の時が南，Ｚ方向ではdLが
正の時が下，負の時が上向きの移動量となる。移
流拡散の計算ステップ（dt）は１０日としたが粒子
が１格子以上動いてしまう場合や，上陸してしま
う場合は適宜計算ステップを短くしている。
　また，海洋の表面は風，波による攪拌作用や，
秋から冬にかけての表面海水の冷却によって起こ
る対流現象などのため，表面近くの海水は良く混
合され，水温，塩分などがほぼ一様であることが
知られている4）。このような現象がおこる領域は混
合層と呼ばれている。低・中緯度では比較的浅い
が，高緯度では冬季の対流は深くまで及び，中層
水や深層水，低層水を形成する。混合層の厚さは
季節によって変化するが，本移流拡散モデルにお
いては，水温塩分の値としては年平均しか用いて
いないこと，及び計算対象期間が１０年以上と長い
ことから，一年を通して一定の混合層厚さを用い
ることとした。

２．４　スキャベンジングモデル

　核燃料サイクル施設からの液体Pu廃棄物の長
期的かつ世界的な環境評価を行うための３次元
Puモデルの要件としては，
①　Kd（分配定数）を使った平衡を仮定したモデ
ルよりも反応速度定数を使ったモデルであるこ
と

②　Puに関する反応速度定数が明確になってい
ること

③　三次元モデルに組み込むため，複雑すぎるこ
となく，計算時間をあまり必要としないこと

が挙げられる。
　このような観点から，Perianez5）の一次元Puス
キャベンジングモデル（可逆交換モデル）が上記
条件に合致するため妥当であると判断し，若干の
改良を加えた上で本モデルに適用した。
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　改良の第一点目として，Puのスキャベンジング
は化学的な作用というよりも，むしろ生物的な作
用と考えられているので，有光層の概念を吸着速
度に取り入れた。生物生産には光と栄養塩（Puも
栄養塩の一種と考えられる）が必要であるため，
主に表層で行われている。有光層（植物プランク
トン，海草などが光合成で生きていけるだけの光
エネルギーの透入している部分で，経験的に表層
光度の１％が到達する深さといわれている。）の厚
さは，清澄な外洋で水深１２０mくらいである4）。海
洋では海面から透入する太陽光エネルギーが深さ
とともに急速に減衰し，透明な水域でも水深１５０m
では，植物は光合成での生産活動が光不足で十分
にはできなくなる。したがって海洋でのPuの取り
込みを伴う生産活動は海表面下１００m程度の層で
集中的に進められていると考えられる。リービッ
ヒの最小律によると，生物生産の収量は栄養塩類
濃度の最も低いものによって規定される。光を栄
養塩の一つと考えれば，光の強さで生物生産（Pu
の取り込み）は規定される事になる。よって海面
での吸着速度（＝光）の強さを１とすると水深
１００mにおいて，吸着速度（＝光）が０．０１の強さ
となるような指数関数を用いた。
　第二に粒子態になって降下していく途中には分
解されない粒子が存在することが考えられるた
め，急速沈降粒子の概念を取り入れた。これは例
えば糞塊（ふんかい）であるが，カイアシ類，オ
キアミ類，あるいは毛顎類などでは糞はキチン様
物質で構成された透明な薄膜に包まれているため
に糞塊は容易に水中で分解せず速やかに沈降する
ことが知られている。
　Livingston et al.6）は，「粒子態のうち１％程度は
海底まで分解せずに運ばれる。」としている。その
ため，急速沈降粒子割合（f）は０．０１と定めた。本
モデルで使用した急速沈降粒子を考慮した可逆交
換モデルを式（１０）～（１２）及び図２に示す。

（１０）

（１１）

（１２）

　また，使用したパラメータを表１に示す。ここ
でCd，Csは，それぞれ海水中の溶存態，粒子態放
射性核種濃度，Asは単位面積あたりの海底土中放
射性核種濃度である。また，＊は海底直上の層を意
味する。その他記号は前述のとおりである。

３．検証のための入力条件設定

３．１　大気圏核実験からの137Cs降下量

　大気圏内核実験は地表や上空で行われ，生成し
た核分裂片は爆発の場所（高度，緯度）によって
局地に，地域にあるいは地球規模の環境に注入さ
れた7）。
　UNSCEAR報告書7）には，地球規模で成層圏・対
流圏に分布し，地表に降下した137Csのグローバル
成分年間降下量が１９４５年から示されている。この
データは陸上で採取されたフォールアウトの測定
から推定されている。137Csの海洋への年間降下量
を図３に◆で示す。緯度毎の降下量分布について
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図２　簡略化されたプルトニウムスキャベンジング
モデル

表１　プルトニウムスキャベンジングモデルに使用したパラメータ

出　　典単位数　　　値名　　　称記号

Perianez5）を改良/s１．１６×１０-6ｅｘｐ（－０．０４６z）吸着速度（０＜ｚ＜１００）k1（z）

〃/s１．１６×１０－8吸着速度（ｚ＞＝１００）k1（z）

Perianez5）/s１．１６×１０-5脱着速度k2
〃cm/s０．１沈降速度Wz

Livingston et al. 6）－０．０１急速沈降粒子割合f

ｚ：海表面からの深度（ｍ）
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は，フォールアウト中の137Cs/90Sr比はほぼ一定で
あるという仮定の元，UNSCEAR報告書7）に掲載さ
れている90Srの測定値に基づく降下量の緯度分布
を用いて137Csの降下量の緯度分布を決定した。
　また，核実験の黎明期でクローズインフォール
アウトが多いビキニ・エニウェトクサイト周辺に
おいては，ローカル成分と称して局地及び地域に
おける収量を降下量として与えた。UNSCEAR報
告書には全ての大気圏内核実験について，局地及
び地域成分，対流圏成分，成層圏成分についての
核分裂収率データが示されている。年間降下量は
当該年のビキニ・エニウェトクサイトで行われた
核実験のローカル成分を積分することで算出した。
１Mt（TNT換算，以下同じ）＝３．９PBq（90Sr），137Cs/90Sr
＝１．５２（UNSCEAR報告書7））の関係を用いてMt
単位から137Cs単位に換算した。ローカル成分
の137Cs年間降下量を図３に□で示す。
　なお，ビキニ・エニウェトクサイトのローカル
成分の総量は全世界２９Mtのうち２８Mtを占めてお
り，他地域においてのクローズインフォールアウ
トは考慮しなくてもよいと考えた。また，ローカ
ル成分の分布を正確に計算するためには，各核実
験時の風向，風速，大気安定度等の気象データが
必要であるが，核実験ごとに取得することは困難
（ビキニサイトで２１回，エニウェトクサイトで４０
回）であるため，ビキニ環礁を中心に２次元正規
分布で分散したものと仮定した。なお，σは東西
方向，南北方向ともに４度と仮定した。

３．２　大気圏核実験からの239，240Pu降下量

　UNSCEAR報告書7）によると，核実験を行い90Sr

が放出されてから地表面，海表面に沈着するまで
の期間における物理的崩壊による減少分は２～
３％程度であり，滞留時間は約１．１～１．３年と見積
もられている。このことから137Csと239，240Puの物理
的化学的性質の違いからの年間降下量分布への影
響はそれほど大きくないと考えられる。よっ
て，90Sr，137Cs，239，240Puの大気圏における挙動（年
間降下量の経年変化，緯度別の降下量分布等）は
同じであると仮定した。
　グローバル成分については，UNSCEAR報告書7）

に記されている239，240Puの全地球放出量１０．８７ 
PBqを137Cs経年トレンドで分配した。239，240Puの海
洋への年間降下量を図４に◆で示す。緯度分布に
ついては137Csと同様の考え方で90Srの緯度分布を
用いて239，240Puの緯度分布を決定した。
　ローカル成分については，Simon et al.8）のマー
シャル諸島での表土中239，240Pu濃度測定結果より推
定した。各島々で採取された表土の239，240Puのデー
タのうち，ローカルな239，240Puの影響と見られるの
は１Bq/kg以上と仮定して，島の平均で１Bq/kg
以上の地点における239，240Puインベントリ（Bq/m2）
をビキニ環礁からの距離とともにプロットし，指
数関数で近似した（図５）。
　得られた式を用いて，同心円状の分布を仮定
し，239，240Puの全放出量を推測すると，３．６PBqとな
る。一方，マーシャル諸島の土質では表層５cm
中の239，240Pu量は全層におけるインベントリの約
６０％という報告8）に基づき，０．６で除し，６．０PBq
とした。この数値を核実験の年間収量トレンド
（３．１参照）で分配し，各年の降下量とした。ロー
カル成分の239，240Pu年間降下量を図４に□で示す。
　137Cs同様に分散については，ビキニ環礁を中心
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図３　UNSCEAR7）から推定した海洋への137Cs年間降
下量（グローバル成分とローカル成分）

図４　UNSCEAR7）から推定した海洋への239，240Pu年間
降下量（グローバル成分とローカル成分）
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に２次元正規分布で分散したものと仮定した。な
お，Simon et al. 8） が報告している濃度分布を参考に
σは東西方向，南北方向ともに２度と仮定した。

３．３　拡散係数の最適化

　水平（KH）／鉛直（KV）拡散係数はそれぞれ，
文献調査によって得た１５２地点の海水中137Cs鉛直
分布が最大公約数的に再現できる数値を用いた。
種々の研究者によって報告されている外洋におけ
る拡散係数の範囲を用いて試行計算を行った。水
平拡散係数で２×１０6～２×１０8（cm2/s），鉛直拡散
係数で０．１～１．０（cm2/s）の範囲で拡散係数を変化
させて，海水中137Cs鉛直分布を計算した。次節に
示す方法によって観測された鉛直分布との合致
数，鉛直分布形状，各計算値と各観測値との回帰
式の傾き，切片，相関係数などを総合的に判断し
た結果，本モデルにおいては水平拡散係数で１．３×
１０8（cm2/s），鉛直拡散係数で０．３（cm2/s）が最適な
パラメータ値であることを見出した。

４．結果と考察

４．１　海水中137Cs濃度

　前節でのパラメータ最適化の結果，最も良好な
結果が得られた拡散係数を使用して，文献収集に
よって得られた１５２地点での鉛直分布実測値に対
応する計算値を算出し比較した。計算値と観測値
の鉛直分布が合致しているか否かの判断は，便宜
上以下の手順で行った。
①　観測値のある深度での計算値を求めるために
は，その深度を挟む上下の層における計算値を

直線的に内挿する。
②　内挿した計算値が「観測値±５０％」であれば，
一致するものとみなす。

③　観測値が１Bq/m3（以下，計算下限値と称す）
より小さい場合は，上記条件あるいは計算値が
計算下限値以下の条件で一致しているとみなす。

④　鉛直分布の各データの内，一致しているポイ
ントが全体の６０％以上あればその地点での鉛直
分布は正しく計算されたとみなす。

　１５２地点のうち１３３地点（８８％）については，上
記判定基準の下で観測と計算は良い一致を示し
た。各地点における海水中137Cs濃度の鉛直分布に
ついては，別報9）に詳細な結果を記した。
　また，観測値が１Bq/m3以上のすべての測定
データ（６５０データ）において，factor２以内に５３５
データ（８２％），factor５以内に６０５データ（９３％）
が含まれた（図６）。
　サイクル機構では再処理施設稼動に伴う海洋モ
ニタリングのために１９７７年頃から茨城県東海村沖
にて海水を採取し，137Csを分析している。この採
取地点は放出口から半径約２０km以内の場所であ
る。この観測値と東経１４５度，北緯３６度における計
算値を比較したところ，図７に示すように，濃度
レベルと変動傾向を再現することができた。観測
値は１９７０年代後半からしかないが，本モデルで
１９４５年から計算値が得られており，これまで知り
えなかった１９５０年代の上昇パターンや１９６０年以降
の下降パターンが推測できる。１９７９年頃に観測さ
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図５　ビキニ環境からの距離と土壌中239，240Puインベ
ントリとの関係（Simon et al.8）から作成）

図６　海水中137Cs濃度の計算値と観測値との比較
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れた一時的な上昇は東海再処理施設からの低放射
性排水の放出によるものである。なお，これらの
上昇は放出中または放出直後の放出口周辺海域で
観測された上昇である。その後，放出低減化がな
されたことにより，放出の影響は見られず，計算
値（バックグランド）と同等の濃度レベルとなっ
ている。

４．２　海水中239，240Pu濃度

　239，240Puについても文献収集によって得られた
１０８地点の鉛直分布を用いて137Cs同様に比較を行
った。但し，計算下限値は１０mBq/m3とし，他の
判定条件は137Csの場合と同様とした。１０８地点のう
ち６３地点（５８％）で一致した。各地点における海
水中239，240Pu濃度の鉛直分布については，別報10） に
詳細な結果を記した。239，240Puは137Csと異なり，水
の動きのみでなく，鉛直方向の非常に複雑な取り
込みプロセス（生物種，Puの酸化数，季節的な水
温，日射量の変化等に起因する）の違いや生物種
の大きさによる沈降速度の違いにも支配されてい
るため，一致数が減少したと考えられる。また，
再浮遊の影響と思われる２，０００m以深の239，240Puを
過少評価する傾向が見られた。
　また，観測値が計算下限値である１０mBq/m3以
上のすべての測定データ（７３４データ）において，
factor２以内に４６０データ（６３％），factor５以内に
６１９データ（８４％）が含まれた（図８）。
　４．１と同様に，茨城県東海村沖海水の239，240Puの観
測値と計算値を比較したところ，図９に示すよう
に，濃度レベルと傾向を再現することができた。
１９７９年頃に見られる一時的な上昇は４．１で述べた
理由と同様の理由によるものである。

４．３　海底土中239，240Puインベントリ

　太平洋における海底土の239，240Puインベントリを
図１０に示す。等値線が１９８０年における計算値，ポ
イントごとのデータは観測データからの海底土イ
ンベントリ推定値（以下，観測値と呼ぶ。） 6）である。
計算値と観測値はおおむね良く一致している。カ
ムチャッカ近傍では計算値より幾分大きな海底土
のインベントリが観測されているが，この海域は
栄養塩濃度が高く，プランクトンが多く存在する
ため，生物生産に伴うスキャベンジング効果が大
きいためと考えられる。

５．海水中放射能濃度の再現

　これまでの検証により，本モデルは海水・海底
土中の137Cs，239，240Pu濃度を精度良く再現できるこ
とを確認した。そこで，これまで知りえなかった
１９４５年から２０００年までの濃度の経年変化，インベ
ントリの経年変化を計算したので，その結果を紹
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図７　東海沖で採取された海水中137Cs濃度経年変化
の計算値と観測値との比較

図８　海水中239，240Pu濃度の計算値と観測値との比較

図９　東海沖で採取された海水中239，240Pu濃度経年変
化の計算値と観測値との比較
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介する。

５．１　表層海水中137Cs濃度

　表層（０～１００m）海水中137Cs濃度を図１１に示す。
１９５４年にビキニサイトで１０Mt以上の大きな大気
圏核実験を数回行ったため，１９５５年頃から急激に
海水表面の濃度が上昇し，黒潮に乗って日本へ流

れる。１９５７年には日本近海でも５０Bq/m3以上
の137Csが存在している。１９６０年頃からは黒潮に乗
りアメリカ方面に流れていったが濃度の中心は，
まだ日本の近くである。１９６５年には旧ソ連の核実
験の影響も加わり，北緯４０度前後で一定の濃度帯
が見られる。１９８０年を過ぎると表層では北太平洋
で１０Bq/m3以下となる。一方南半球では，拡散す
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図１０　北太平洋で採取された海底土中239，240Puインベントリ（点が観測
値6），線が計算値）

図１１　本モデルによって算出した表層海水中137Cs濃度の経年変化
（a）１９５５年，（b）１９５７年，（c）１９６５年，（d）１９８０年，（e）２０００年
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るよりも物理的減衰のほうが早く，３Bq/m3の等濃
度線は南下していくよりもむしろ北上している。
１９９０年以降は日本近海でも３Bq/m3以下となり，
現在にいたっている。

５．２　海底土中239，240Puインベントリ

　海底土中239，240Puインベントリを図１２に示す。
１９５０年代は137Cs同様にビキニ周辺で239，240Puが多く
降下したため，ビキニサイト周辺において海底土
中239，240Puインベントリが大きくなっており，場所
によっては１００Bq/m2を超えている。また黒潮が流
れる海域の海底においても高い値が計算されてい
る。一方で北太平洋南東部や南半球では１９６５年に
おいても１Bq/m2以下と低く，地域差がかなりあ
る。以降，表層海水中239，240Pu濃度が薄くなるに伴
い，海底土中インベントリの増加率の地域差は小
さくなるとともに，海底土のインベントリは全体
的にゆるやかに上昇していく。２０００年になると
１９６５年ほどの地域差は見られず，ビキニ地域を除
く北太平洋北部・西部で１０～３０Bq/m2，北太平洋
南東部で３～１０Bq/m2，南太平洋で１～３Bq/m2

となる。

６．おわりに

　本研究では海洋環境放射能による長期的地球規
模リスク評価モデル（LAMER）の一部として，地
球規模の広域拡散モデルを開発し，大気圏核実験
からの137Cs及び239，240Puフォールアウトを用いて検
証した。その結果，このモデルはパソコンで計算
できる計算量であるにもかかわらず，数十年間に
わたる世界規模の移流・拡散・スキャベンジング
を精度良く再現できることがわかった。再浮遊の
影響と思われる２，０００m以深の239，240Puを過少評価
する傾向が見られたが，食卓に供される魚介類の
生息域は水深１，０００mより浅い場所であることを
考慮すれば，人に対するリスクを計算するにあた
っては大きな問題にはならないと考えられる。今
後はLAMERの他の部分（Part Aの沿岸場，近海場，
及びPart B）を順次モデル化し，核燃料サイクル
施設，放射性物質輸送船事故等からの海洋放出に
よる放射性物質に起因するリスクを評価できるシ
ステムの構築を継続する。
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図１２　本モデルによって算出した海底土中239，240Puインベントリの経
年変化（a）１９５５年，（b）１９５７年，（c）１９６５年，（d）１９８０年，（e）２０００年
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